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論文審査の結果の要旨 

以下、本文別紙 



様式７別紙  

論文内容の要旨及び論文審査の結果の要旨 

論文題目：  解放後在日朝鮮人の政治社会史 

 学位申請者 鄭 祐 宗 

 論文審査担当者 

  主査  大阪大学教授 杉 原     達  

  副査 大阪大学教授    川 村 邦 光

 副査  大阪大学准教授  宇野田 尚哉

【論文内容の要旨】 

本論文は、敗戦後日本の対在日朝鮮人政策が、過去の植民地支配の歴史的継続なのか、それとも朝鮮戦争との

同時代的連関の中でとらえるべき新たな性質をもつものなのかを問うという大きな問題設定の中で、幾つもの個

別具体的な論点を立てて詳細な議論を展開するものである。序章と終章のほか、本論は２部から構成され計８章

からなる本論文（別に補論を含む）は、400字換算で約 870枚を超える大部の内容をもつ。 

 序章では、申請者の問題関心に基づいて、先行研究を整理して自身の課題を設定する。 

第一部では、在日朝鮮人の地位問題をめぐって、極東委員会、GHQ/SCAP、米陸軍、日本政府、山口県といった

異なる政治的主体がいかなる連関の中で統治を展開したのかを問う。 

第 1章では、米太平洋陸軍総司令部渉外局発表（1946 年 11月）の詳細な検討を通じて、同発表が日本政府の 

立場を実質的に拘束し、ポツダム宣言受諾に基づき在日朝鮮人を解放人民として処遇するという基本方針を無力

化するものであったことを示す。第２～３章では山口県に焦点をあてる。第２章では、朝鮮総督府等に勤務歴の

ある植民地官吏が戦後山口県で任用された人的連続性の事実を確かめた。第３章では、1949 年に朝鮮半島の革命

的情勢を日本の安全保障上の脅威であるとみた「田中意見書」（田中龍夫知事が作成し、２～３月に米側に手交）

と、民族組織の対立として騒擾罪が一方的に適用された同年８月の「下関事件」との強い内的連関を資料に基づ

いて明らかにした。こうした成果をふまえて、第４章では、先行研究において 1950 年前後の在日朝鮮人の地位問

題が主に対日講和問題との関係から論じられてきた限界を衝き、安全保障の観点が上位に立つ形で、朝鮮人強制

送還問題が前面に出たことを実証した。 

 第二部は、解放後在日朝鮮人の歴史を、自由権とくに人身の自由と教育の自由との関係を軸にすえて考察する 

ものである。 

第５章は、外国人登録法制の編成とその展開がいかに人身の自由を阻害する役割を果たしたのかを、外国人登 

録令改定および「無登録」状態に対する司法解釈の確定過程の分析を通して明らかにする。第６章以下では、在

日朝鮮人の生活と運動の結節点を教育の場に見出し、経済社会生活と政治的諸権利の相互規定を考察する。第６

章では、解放後の在日朝鮮人の家庭における家計と民族教育の関係を問い、教育弾圧は学校弾圧にとどまらず、



家庭生活そのものへの圧迫であったことを示す。第７章では、教育費保障を求める論理の中で、教育の自由を保

障するものとしての教育費要求の声に注目する。民族教育の自主と民主をめざす取り組みは紆余曲折を経るが、

地方自治体による各種学校認可は「遅れてきた独立」の表れであり、第８章ではその具体的な流れを大阪に即し

て詳述している。 

 終章では、本論文全体をまとめて到達した地平を確認する。 

【論文審査の結果の要旨】 

以上の内容をもつ本論文の特徴の第一は、戦後の在日朝鮮人のあり方を根底的に把握しようとする問題意識の

全体性にある。冒頭で提起した問いに対する本論文の結論は、戦後日本の対在日朝鮮人政策は、植民地主義の継

続性に基づく存在抹消論が土台として作用したというものであり、それ自体目新しい主張ではない。だが具体的

な個々の論点においては、戦後の新情勢がもたらした影響についてもよく目配りされており、在日朝鮮人に対す

る政策目的における米日の補完・代替関係の変容をダイナミックに詳述した点は、当該問題の複雑な展開を総合

的・体系的にとらえる上で意義をもつ。 

 特徴の第二は、上記の特徴を裏付けるための広範な資料収集と分析の力である。各地の図書館や文書館等を博

捜し、日本語・英語・朝鮮語の文書、新聞、諸資料を発掘検討するとともに、とくに情報公開請求によって取得

した各種の行政文書資料を丁寧に分析し、論点を根拠づける作業は、高い評価に値する。 

 以上から、本論文は、問題意識、資料、分析方法、記述のいずれにおいても独自性を有しており、当該研究分

野における研究史に大きな足跡を残す内容をもつと評価できる。 

 とはいえ、若干の問題点も存在している。社会史に関わる部分の記述がやや薄く、また具体的な生活の姿と制

度的・政策的な展開との関連づけに弱点が見られる。また補完と代替、自由権と社会権といった概念設定と具体

的な実証分析との接合にはなお慎重な検討が必要である。さらに教育の自由をめぐる後半の議論は豊かではある

が、民族教育の内容そのものについては更なる分析がのぞまれる。 

 しかしこれらの点は、いずれも今後の課題であり、一段と深い研究によって克服が期待できるものである。よ

って、本論文を博士（文学）の学位にふさわしいものと認定する。 


